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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、上司－部下の悪化した関係性をいかにして修復するか、個人およ
び組織の要因を踏まえて検討することであった。その結果、（１）関係性の（再）構築の観点で、LMX理論に基
づいて行われた研究を広く概観し、この成果を書籍にまとめた。（２）関係性が悪化した後に部下がとる愛他的
行動、あるいは部下に対する上司の尊敬に基づく影響力は、和解を促した。また、関係価値と和解促進は共感に
よって媒介されるという成果については投稿済みである。さらに、上司と疎遠な関係にある部下は、上司と親密
な関係にある仲間に対して妬みを抱く傾向があり、その悪影響は、目標設定や役割付与によって抑制されること
が示唆された。

研究成果の概要（英文）：  This study has experimented what conditions are needed for faciliating to 
restore the worsen relationships between superior-subordinate at the individual and group levels. 
　(1) We reviewed enormous articles that was conducted based on leader-member exchange theory and 
found some conditions to restore them. Then we reported them in the chapters of each two books. (2) 
From the collected data, we found that subordinate's altruistic behavior to his/her superior and, 
influence based on perceived superior's respect enhanced the reconciliation. And also, we have 
submitted an article reporting that the relationship value predicts forgiveness and that their 
psychological process is mediated by empathy. Moreover, subordinates with low-quality LMX incline to
 have much greater envy than those with high-quality LMX. Data suggested that its negative effects 
were eliminated by a team goal and a role given to the envious person.

研究分野： 産業・組織心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、職場の人間関係の悪化・崩壊を経験した人たち（上司－部下）の理解については、看過されがちであ
った。本研究では、悪化・崩壊した関係性やそこで生じるネガティブな状態を改善に向かわせる条件の解明を試
みたものである。ここで得られた知見は、当事者による自力での解決だけでなく、それを支える関係性や職場環
境のあり方による解決を図るものであり、個人の心身の健康や風土醸成の強化を促すものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
組織において、上司と部下の信頼関係は、リーダーシップのより高い効果を期待するときに

不可欠な要因である。例えば、山浦・堀下・金山 (2013) は、上司のポジティブ・フィードバ
ックが効果を発揮するのは、信頼関係が構築されている場合に限られることを実験的に明らか
にした。その一方で、パワー格差のある両者の関係は葛藤に満ちたものであり (Argly & 
Henderson, 1985)、組織内メンバーのうち、リーダーとの葛藤が最も多く経験されている
(Fitness, 2000) といった報告もある。すなわち、上司と部下の関係性の構築や維持は難しく、
しかしながら、職場においては決して無視できない関わりであると言える。また、現場での聴
き取り調査 (山浦・小坂・吉田, 2011 他) では、そもそもの信頼構築に失敗した関係性や職場
が存在し、早期解決の必要性が浮き彫りになった。 
もし、対人関係や組織運営上、葛藤とそれに伴う信頼関係の悪化・停滞の状態、あるいは崩

壊もまた避けられないことであるならば、この現象をいかに修復改善できるかは、個人や組織
の持続的な適応可能性を高めるための、解決すべき課題であると言えるだろう。こうした関係
悪化・崩壊、および修復に関する問題は、企業等で、上司や部下の個々人－その関係性－職場
や組織の各レベルが有機的に機能せず、十分な成果が期待できない状態が懸念されるとする指
摘 (経済産業省, 2014; 文部科学省, 2014) とも密接に関わるものであり、その解決が重要かつ
急務であると考えるに至った。 
過去に科研費補助金を受けて行った関連の研究で、職場の上司と部下の間で悪化・崩壊した

信頼関係は修復改善の可能性があること、それは初期信頼の蓄積や関係性の価値 (仕事上、有
用な存在である程度) の認知、両者の相手志向的な相互作用によって促されることを明らかに
した。これらの知見をさらに発展させ、詳細に分析を行うために本研究が計画された。 
 
２．研究の目的 

 
本研究では、職場の上司－部下の間で、悪化・崩壊した関係性を修復・和解させるための条

件について、当事者個人の要因だけでなく、環境・状況要因（例えば、関係性、職場環境や職
務特性など）を含めて明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
（１）上司との関係性の質が低い部下が、その力量を発揮しうる条件を探るため、垂直的に者
連鎖（VDL；Dansereau et al., 1975）および LMX 理論（Graen & Scandura, 1987）にもと
づいて行われた研究を概観・精査した。 
（２）関係性修復・和解の条件を明らかにするために、アンケート調査／インターネット調査
を用いた。 
（３）チームにおける関わりの中で生じるネガティブな感情に焦点をあて、その解消もしくは
ポジティブな活動に転換させる条件を明らかにするため、実験的な手法を用いてその実証を試
みた。 
 
４．研究成果 
 
 上記の手法を用いて得られた成果は、それぞれ以下のとおりである。 
（１）上司－部下の関係修復の条件について示唆を得るため、LMX理論にもとづいて行われた
研究論文を広く概観した。上司の評価能力と部下のモチベーションの組み合わせごとに整理し、
部下の影響方略行動、上司による対応（役割付与等）、部下のネガティブ感情に対する組織マネ
ジメント、職場外の紐帯関係の要因を見出した。この内容は、一部書籍にまとめた。 
 
（２）関係性の悪化・崩壊の内容と修復の条件・方略に関するデータをはじめ、研究期間内に収
集したデータの分析を行った。それらのデータ分析の結果、以下のことが成果として得られた。 
①関係価値は和解を促進すること、またそれが共感によって媒介されることを明らかにした。

この関連については、日米間で比較した内容で、Evolution and Human Behavior誌に投稿した
（現在審査中）。 
②部下に対する上司の影響力の観点に着目した調査において、力にもとづく影響力ではなく、

尊敬にもとづく影響力が和解傾向と相関するというパターンが一貫して示された。 
③会社のマネジメント層や直属の上司との関係性の質を高める上で、企業理念やビジョンの浸

透が重要な役割を果たすことが示唆された。 
④職場単位で収集した予備的データを通して、職場「外」との接触頻度（職場・職務の特性を

反映）が、関係性の質の低い部下の職務行動とポジティブな関連にあることが示唆された。この
ことを踏まえて、職場「外」の紐帯関係が、職場内の上司－部下の関係修復に与える影響とその
機序を詳細に検討するため、さらなる調査を計画するに至った（倫理承認まで完了）。 
 
（３）チーム内での関わりが原因で生じてしまった妬みを解消する際に、チームの目標共有と個



人（妬んだ者）への役割付与が有効であることを明らかにした。 
 
 本研究の内容とその成果は、上司との関係性のあり方のせいで力量を十分に発揮できないでい
る部下に対して、個人だけでなく、組織としての体制整備や人材育成等の対応策に活かせるもの
であり、組織力の底上げに貢献しうる重要なエビデンスである。引き続き、検討を重ねる。 
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